
要綱第３号様式(第７条第１項関係) 

（第１面） 

設置（変更）許可申請書別紙 

１．廃棄物処理施設の構造及び設備
施設名称及び施設の主要な設備の型式、構造、処理能力 

施設・設備・装置・機器名称 型式・構造 能力、容量等 数量 

中
核
設
備

焼却炉 ロータリーキルン １００ｔ/日 １ 

中
核
設
備
以
外

・受入設備    

焼却物ピット 地下ピット １００ｍ３ １ 

廃油タンク 二重殻タンク １６０ｍ３ ２ 

・供給設備    

投入ホッパ 鋼板溶接型 ３×３ｍ １ 

給じん装置 油圧プッシャー式 ５ｔ/ｈ １ 

廃油吹き込みポンプ ギアポンプ ４０ｍ３/日 ２ 

・ガス冷却設備    

ボイラ 自然循環式 ５Ｐａ １ 

・排ガス処理設備    

減温塔  5000Nm3/h １ 

バグフィルタ ろ過式集塵機 5000Nm3/h ２ 

・通風設備    

押込送風機 渦巻きファン 1000Nm3/h １ 

誘引送風機 ターボブロア 1000Nm3/h １ 

・灰出し設備    

燃え殻搬送コンベア スクリューコンベア ４０ｔ/ｈ １ 

飛灰搬送コンベア ベルトコンベア ４０ｔ/ｈ １ 

・処理後物貯留設備    

燃え殻ピット 地下ピット １００ｍ３ １ 

飛灰ピット 地下ピット １００ｍ３ １ 

※設備、装置、機器は処理工程ごとに分類して記載する。 

中核設備 

破砕施設の場合は、破砕機 

脱水施設の場合は、脱水機 

各処理工程ごとに分類して記載 



要綱第３号様式(第７条第１項関係) 

（第２面） 

２．処理に伴って生ずる排ガス及び排水
(1) 排ガス 

処 理 方 法 ボイラで熱回収後、減温搭で水噴霧により減温する。その後消石灰

と活性炭により有毒成分を除去後、バグフィルタで排ガス中の飛灰を

処理方法除去し、脱硝装置で脱硝後に煙突から排出する。 

排ガス量（Ｎｍ３/h） ５,０００ 

煙突の数 １ 

煙突の設置位置 施設配置図１のとおり 

煙突の高さ（ｍ） １５ｍ 

(2) 排水 

処 理 方 法  焼却炉からの排水を、自社排水処理設備に送液し、凝集処理した後、

放流槽で雨水系統排水と合流しＡ運河に放流する。 

排水量（ｍ３/日） １,０００ 

放流口の数 １ 

放流口の位置 施設配置図２のとおり 

放流先 ○○運河 

処理に伴い排ガスが生ずる場合は以

下の項目について記載してください。

処理に伴い排水が生ずる場合は以下

の項目について記載してください。 



要綱第３号様式(第７条第１項関係) 

（第３面） 

３．設計計算上達成することができる生活環境への負荷に関する数値
(1) 大気関係 

地点 
排出ガス量
(Ｎｍ３/ｈ)

排ガス温度
(℃) 

大気汚染物質 

SPM
(ｍｇ/Ｎｍ3)

ＳＯｘ 

(ｐｐｍ) 

ＮＯｘ 

(ｐｐｍ)

ＨＣｌ 
(ｍｇ/Ｎｍ3)

ダイオキシン類
(ｎｇ/Ｎｍ3) 

煙突出口 5,000  0.02 10    

大気汚染物質 

水銀 

(μg/Ｎｍ3)

ＣＯ 

(ppm) 

(2) 水質関係 

地点 
排水量 
(ｍ３/日)

ｐＨ
ＢＯＤ 

(ｍｇ/ｌ)

ＣＯＤ 
(ｍｇ/ｌ)

ＳＳ 
(ｍｇ/ｌ)

その他項目 

(3) 騒音関係 (4) 振動関係

地点 騒音レベル(dB)  地点 振動レベル(dB) 

(5) 臭気関係 

地点 臭気指数

臭  気  物  質 

アンモニア 

(ｐｐｍ) 

臭 気 物 質 

設定した項目に

数値を記載 



要綱第３号様式(第７条第１項関係) 

（第４面） 

４．周辺地域の生活環境の保全のために達成することとした数値
(1) 大気関係 

地点 
排出ガス量
(Ｎｍ３/ｈ)

排ガス温度
(℃) 

大気汚染物質 

SPM
(ｍｇ/Ｎｍ3)

ＳＯｘ 

(ｐｐｍ)

ＮＯｘ 

(ｐｐｍ) 

ＨＣｌ 
(ｍｇ/Ｎｍ3)

ダイオキシン類
(ｎｇ/Ｎｍ3) 

敷地境界   0.02 10    

大気汚染物質 

水銀 

(μg/Ｎｍ3)

(2) 水質関係 

地点 
排水量 
(ｍ３/日)

ｐＨ
ＢＯＤ 

(ｍｇ/ｌ)

ＣＯＤ 
(ｍｇ/ｌ)

ＳＳ 
(ｍｇ/ｌ)

その他項目 

(3) 騒音関係 (4) 振動関係

地点 騒音レベル(dB)  地点 振動レベル(dB) 

(5) 臭気関係 

地点 臭気指数

臭  気  物  質 

アンモニア 
(ｐｐｍ) 

臭 気 物 質 

設定した項目に

数値を記載 



要綱第３号様式(第７条第１項関係) 

（第５面） 

５．排ガスの性状及び放流水の水質の測定頻度
（１）排ガス性状 

測定箇所 測定項目 測定頻度 

焼却炉上部 ＣＯ 連続 

焼却炉上部 ＮＯｘ 1回/6月 

（２）放流水質 

測定箇所 測定項目 測定頻度 

放流口 ｐＨ 連続 

放流口 ＳＳ １回/月 



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第１面） 

廃棄物処理施設設置計画概要書 

１ 事業概要及び管理体制

事業概要 

 老朽化した焼却施設を廃止して、新たに焼却施設を設置する。 

新設焼却炉は最新の設備を導入して環境に配慮した施設とし、また新たにボイラ 

及び発電機を設置し、場内で使用する電気量をすべて賄う。 

敷地面積 ５００ｍ３ 建物面積 ５００ｍ３ 用途地域 工業専用地域 

担当者 川崎太郎 電話 044-200-2594 資本金 1000万円 従業員数 ５０人

技術管理者 川崎太郎 

処理責任者 川崎太郎 

２ 廃棄物処理施設の稼動計画 

１日の稼動スケジュール 年間稼動スケジュール 

施設稼動開始時間 ８時００分 稼動日数 年間３００日 

施設稼動停止時間 ２０時００分
季節的変動の有無 有  無 

施設稼動時間 １２時間００分

３ 使用する薬剤一覧 

薬剤名称 使用量 用途 

尿素水 １０ｍ３/日 窒素酸化物除去 

塩酸 １ｍ３/日 排ガス分析計 

許可申請書の添付資料から抜粋して

記載してください。 



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第２面）

４ 処理する廃棄物の性状（脱水・破砕施設等）
処理する廃棄物の種類及び最大処理量・廃棄物の性状等 

廃棄物の種類 最大処理量 処理する廃棄物の性状等 

汚泥 １０ｍ3/日 ＳＳ濃度５％ 

がれき類 ５０ｔ/日  

木くず ２０ｔ/日  

廃プラスチック類 １０ｔ/日 硬質系 

【上記混合物】   

がれき類、木くず、廃プラ

スチック類、紙くず、繊維

くず、ガラスくず、金属く

ずの混合廃棄物 

３０ｔ/日 建設系廃棄物 

※廃棄物の種類は、政令第７条施設の区分ごとに記入する。

５ 処理後物の搬出計画
搬出廃棄物の種類及び最大発生量・性状・処分方法等（処理残渣物を含む） 

廃棄物の種類 最大発生量 性状等 
処分方法 

処分業者 処分方法 

がれき類 １０ｔ/日 ４０ｍｍ以下 Ａ株式会社 売却 

木くず、廃プラスチッ

ク類 
１０ｔ/日 ＲＰＦ原料 Ｂ株式会社 焼却 

施
設
の
種
類
ご
と
に
記
載
す
る

上
記
廃
棄
物
を
混
合
処
理
す
る
場
合

脱水施設の例 

破砕施設の例 



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第２面） 

４ 処理する廃棄物（焼却施設）
処理する廃棄物の種類及び最大処理量・廃棄物の性状等 

廃棄物の種類 最大処理量

組成（wet％） 

発熱量
水分

可燃分 

C H O N S Cl  

廃油 ４０t/日 30 40 10 40 8 0 2  2,500 

産業廃棄物 ４０t/日 20 50 10 30 8 1 1  2,500 

上記混合物 ４０t/日 25 45 10 8 0.5 0.5 1.5  2,500 

※廃棄物の種類は、政令第７条施設の区分ごとに記入する。 

５ 処理後物の搬出計画
搬出廃棄物の種類及び最大発生量・性状等（処理残渣物を含む） 

廃棄物の種類 最大発生量 性状等 
処分方法 

処分業者 処分方法 

燃え殻 １０t/日  Ａ株式会社 埋立 

ばいじん １０t/日 
特別管理産業廃棄物

ダイオキシン： 

3ng-TEQ/g超

Ｂ株式会社 埋立 

施設の種類ごとに記載する



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第３面） 

６ 設計計算の概要（脱水・破砕施設等） 
設計計算の概要 

施設の種類 廃プラスチック類の破砕施設 

処理方式 二軸方式 

１日の稼働時間 １２時間 

稼働方法 ■連続処理   □バッチ処理   □その他（      ） 

比重の算定根拠 廃プラスチック：0.3 

処理する廃棄物を実測し、最大値を算定 

設計計算式の考え方 破砕刃の切削容積を算定し、その値に歯の切削容積による噛み込 

みを考慮した係数を掛ける計算式を採用する。 

設計計算式 【処理能力】 

処理能力＝60×(A軸の切削容積＋Ｂ軸の切削容積)×噛み込み 

効率×稼動時間 

設計計算式に用いた係数 噛み込み効率：0.8 

歯の切削容積による噛み込みを考慮した係数 

採用した係数の算出根拠 メ-カの実験値（実験データは申請書第５章設計計算書参照）より 

算定 

設計計算の結果 【１日あたりの処理能力】 

処理能力＝60×(１＋１)×0.6×12＝864t/日 

設計計算書から抜粋して記載してください。



要綱第４号様式(第７条第１項関係)

（第３面）

６ 設計計算の概要（焼却施設） 
設計計算の概要 

施設の種類 廃油、産業廃棄物の焼却施設 

処理方式 ロータリーキルン方式 

１日の稼働時間 ２４時間 

稼働方法 ■連続処理   □バッチ処理   □その他（      ） 

焼却対象物の熱量の 

算定根拠 

廃油：3000(kcal/kg) 産業廃棄物：4000(kcal/kg) 

実測値より算定（実測データは申請書第５章設計計算書参照） 

焼却炉許容熱負荷の 

算定根拠 

熱負荷：100000kcal/h 

メ-カの経験値（経験値の算定方法は申請書第５章設計計算書参 

照） 

設計計算式の考え方 処理対象廃棄物が設置焼却炉で最大処理できる量 

設計計算式 【処理能力】 

処理能力(t/日)＝焼却炉の許容熱負荷÷処理対象物の熱量 

設計計算式に用いた係数 なし 

採用した係数の算出根拠 なし 

設計計算の結果 

【１日あたりの処理能力】 

【単焼能力】 

廃油 100000÷2500＝40(t/日) 

産業廃棄物 10000÷2500＝40(t/日) 

【混焼能力】 

100000÷2500＝40(t/日) 

設計計算書から抜粋して記載してください。



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第４面） 

７ 環境対策 
(1) 飛散・流出防止対策の概要 

構造上の対策 維持管理上の対策 

施設を建屋内に設置する。 

施設はすべて密閉構造とする。 

燃え殻、ばいじんの貯留場所に散水設備を設置

する。 

受入時間以外はシャッターを常時閉にする。 

燃え殻、ばいじんが飛散しないよう適宜散水を

行う。 

(2) 

(2) 騒音対策の概要 

構造上の対策 維持管理上の対策 

機器は建屋内設置をし、ブロア類等は低騒音型

機器を選定する。また、敷地境界には防音壁を

設置する。 

受入時間以外はシャッターを常時閉にする。 

年に１度敷地境界上で騒音測定を行い、周辺の

生活環境を損なっていないか確認する。 

(3) 振動対策の概要 

構造上の対策 維持管理上の対策 

ブロア類等振動を発生する機器は建屋内設置 

をするが、中でも著しい振動を発生する機器に

ついては、防振ゴムを設置する。 

受入時間以外はシャッターを常時閉にする。 

年に１度敷地境界上で騒音測定を行い、周辺の

生活環境を損なっていないか確認する。 

(4) 防臭対策の概要 

構造上の対策 維持管理上の対策 

建屋内の空気を押込送風機で焼却炉の燃焼用 

空気に利用するため、建屋内は常時負圧に保た

れ、外部に流出しない構造とする。 

受入物については原則即日処理を行う計画で 

あるが、処理が翌日にまたがる場合は受入設備

に消臭剤を適宜散布する。 



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第５面） 

８ 廃棄物の保管施設の概要 
(1) 廃棄物受入保管施設の概要 

廃棄物の種類 保管場所の容量 保管設備の概要・形状 （保管容量÷処理能力）の値

廃油 ４０ｍ３ タンク １．０ 

【混合物】    

建設系廃棄物 ６０ｔ 地下ピット １．５ 

(2) 処理後物受入保管施設の概要（処理残渣物を含む） 

廃棄物の種類 受入保管場所の容量 保管設備の概要・形状 （保管容量÷処理能力）の値

燃え殻 ２０ｔ 地下ピット １．０ 

ばいじん ２０ｔ コンテナ ２．０ 

廃棄物を単体で保管する場合は記載してください。

複数の廃棄物を混合で保管する場合は記載してください。 



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第６面） 

９ 環境影響調査結果 

１ 大気質 
(1) 煙突排ガスによる影響 

ア 長期平均予測濃度調査結果 

調査項目 
SO2 

(ppm) 

NO2 
(ppm) 

SPM 

(mg/Nm3) 

ダイオキシン類

(ng/Nm3) 

現況濃度 2 

最大着地濃度 2.5   

予測濃度 3   

規制値 4   

その他必要な項目 

調査項目 

現況濃度 

最大着地濃度 

予測濃度 

規制値 

※最大着地濃度とは、寄与濃度が最大となると予想される地点の濃度とする。 
※予測濃度は、現況濃度と煙突排ガスの最大濃度を合成した値とする。
※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

イ 短期平均予測濃度調査結果 

調査項目 
SO2 

(ppm) 

SPM 

(mg/Nm3) 

HCl 

(mg/Nm3) 

最大着地濃度 5 

規制値 １０      

※最大着地濃度とは、寄与濃度が最大となると予想される地点の濃度とする。
※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。 

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 

調査した項目のみ 

記載してください。

調査項目が他にある場合は記載してください。

調査した項目のみ 

記載してください。

調査項目が他にある場合は 

記載してください。 



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第７面） 

(2) 廃棄物運搬車両による影響 

調査地点            

調査項目 
NO2 

(ppm) 

現況濃度 3 

車両最大濃度 4 

予測濃度 5   

規制値 
4～6 

又はそれ以下

※調査地点は、廃棄物運搬車両による影響が大きくなると想定される沿道の地点とする。 

※予測濃度とは現況濃度と車両の影響による最大濃度を合成した値とする。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

２ 水質
  放流場所  Ａ運河   

  排水量   1000ｍ３

調査項目 放流水濃度 現況値 規制値 

地点別予測濃度 

10m 20m 30m 40m 50m 

SS(mg/l) 20 5 8 15 10 8 6 5 

BOD(mg/l)

COD(mg/l)

T-P(mg/l)

T-N(mg/l)

※調査地点は、放流口から水質の濃度に一定以上の影響を及ぼすと想定される地点とする。 

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。 

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 

調査した項目のみ 

記載してください。

調査項目が他にある場合は記載してください。

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 

調査した項目のみ 

記載してください。

調査項目が他にある場合は記載してください。



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第８面） 

３ 騒音 
(1) 施設の稼動による影響 

調査地点 時間区分 現況値(dB) 施設騒音(dB) 予測値(dB) 規制値(dB) 

東側 

朝 ６５ ５５ ６７ ７５ 

昼 ６５ ５５ ６７ ７５

夕 ６５ ５５ ６７ ７５

夜 ６０ ５５ ６２ ６５ 

朝

昼 

夕 

夜 

朝 

昼 

夕 

夜 

朝 

昼 

夕 

夜 

※朝とは午前６時から午前８時、昼とは午前８時から午後６時まで、夕とは午後６時から午後１１時、

夜とは午後１１時から午前６時までとする。 

※調査地点は施設の騒音の影響が大きくなると想定される敷地境界上とする。 

※現況値とは、施設の設置又は変更前の騒音値。 

※施設騒音とは、施設の稼動により生じる騒音値。 

※予測値とは、現況値と施設騒音を合成した値。 

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。 

(2) 廃棄物運搬車両による影響 

調査地点 現況値(dB) 車両騒音(dB) 予測値(dB) 規制値(dB) 

国道Ａ号線 ６０ ６０ ６３ なし 

※調査地点は、廃棄物運搬車両による影響が大きくなると想定される沿道の地点とする。

※現況値とは、施設の設置又は変更前の騒音値。 

※車両騒音とは、施設の設置又は変更により増加する廃棄物運搬車両から生じる騒音値。 

※予測値とは、現況値と車両騒音を合成した値。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 

各調査地点の調査結果を記載する。 

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 



要綱第４号様式(第７条第１項関係)

（第９面）

４ 振動 
(1) 施設の稼動による影響 

調査地点 時間区分 現況値(dB) 施設振動(dB) 予測値(dB) 規制値(dB) 

東側 
昼 ５０ ５０ ５３ ７０ 

夜 ４５ ５０ ５１ ６５ 

昼

夜

昼

夜

昼

夜

※昼とは午前８時から午後７時まで、夜とは午後７時から午前８時までとする。 

※調査地点は施設の振動の影響が大きくなると想定される敷地境界上とする。 

※現況値とは、施設の設置又は変更前の振動値。 

※施設振動とは、施設の稼動により生じる振動値。 

※予測値とは、現況値と施設振動を合成した値。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

(2) 廃棄物運搬車両による影響 

調査地点 現況値(dB) 車両振動(dB) 予測値(dB) 規制値(dB) 

国道Ａ号線 ５０ ５０ ５２ なし 

※調査地点は、廃棄物運搬車両による影響が大きくなると想定される沿道の地点とする。 

※現況値とは、施設の設置又は変更前の振動値。 

※車両振動とは、施設の設置又は変更により増加する廃棄物運搬車両から生じる振動値。 

※予測値とは、現況値と車両振動を合成した値。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。 

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 

各調査地点の調査結果を記載する。 



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第１０面） 

５ 悪臭 
(1) 煙突排ガスによる影響 

調査地点 臭気指数

特定悪臭物質濃度 

アンモニア

（mg/l） 

地点１ 

敷地東側 

（風上側）

現況値 １０ ０．１    

施設稼動値  ０．１ 

予測値 
供用時 

測定 
０．２    

地点２ 

敷地西側 

（風下側）

現況値 １１ ０．２    

施設稼動値  ０．２    

予測値 
供用時 

測定 
０．３    

地点３ 
現況値      

施設稼動値

予測値      

規制値   １    

※調査地点は、悪臭の影響が大きくなると想定される敷地境界上とする。

※施設稼動値とは、施設の設置又は変更により発生する特定悪臭物質に係る値とする。 

※予測値とは、現況値と施設稼動値の合成値とする。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 

調査した項目のみ 

記載してください。

調査項目が他にある場合は記載してください。



要綱第４号様式(第７条第１項関係) 

（第１１面） 

(2) 施設からの悪臭の漏洩による影響 

調査地点 臭気指数

特定悪臭物質濃度 

アンモニア

（mg/l） 

地点１ 

地点Ａ 

現況値 ５ ０．１    

施設稼動値
類似施設

１ 
０．１    

予測値 ５．５ ０．２    

地点２ 
現況値      

施設稼動値

予測値      

地点３ 
現況値      

施設稼動値

予測値      

規制値   １    

※調査地点は、影響が大きくなると想定される周辺人家等の位置とする。

※施設稼動値とは、施設の設置又は変更により発生する特定悪臭物質に係る値とする。 

※予測値とは、現況値と施設稼動値の合成値とする。

※規制値の欄は環境基準値や環境目標値等が設定されている場合は記載する。

調査を行った場合記載してください。 

調査しない場合は記載不要です。 


